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１.流域及び河川の概要
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○ 利根川は幹川流路延⻑322km、流域面積16,840km2の一級河川であり、その流域内に茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県及び東京都の1都5県
（93市3区47町9村）と約1,309万人の人口を抱えており、全国で最も流域内市区町村・人口が多い水系である。

○ 首都圏の社会・経済活動に必要な都市用水や農業用水を供給しており、首都圏さらには日本の政治・経済・文化を支える重要な河川である。
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 利根川流域の年平均降水量は
1,300mm程度であり、
全国平均1,700mmと比較し
て少雨傾向である。

 降水量の季別分布は一般に夏
季に多く冬季は少ないが、
利根川上流域の山岳地帯では
降雪が多い。

 群馬県や栃木県の山沿い地方
では7〜8月にかけて雷雨が
多く発生する。 前橋雨量観測所における平均降水量

 中・下流部の洪積
台地では、埼玉県
幸手市、久喜市付
近が最も低く、周
辺部に向かって高
くなる盆地状の地
形を呈しており、
それより下流の勾
配は比較的緩くな
っている。

• 流域面積：16,840km2

• 幹川流路延⻑：322km

• 流域内市区町村人口＊：約1,309万人
• 流域内市区町村数：93市3区47町9村
• 流域内一般資産額：約239兆円
• 想定氾濫区域内人口＊：約849万人
• 想定氾濫区域内一般資産額：約153兆円

＊調査年H22年

関東における過去30年年平均降水量

河床勾配
流域内人口上位10水系の流域内人口および一般資産額

 利根川水系は全国の中で、流域面積、流域内人口、流域内一般資産額な
どが最大の水系である。
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※主要な既存洪水調節施設（ダム・遊水地）を記載

流域及び河川の概要

流域及び氾濫域の諸元

降雨特性
 河床勾配に関しては、利根川は1/500〜1/9,000 、渡良瀬川は1/150〜

1/4,000、⻤怒川は1/200〜1/2,000、小貝川は1/500〜１/7,000程度。

流域図



流域及び河川の概要【土地利用状況】
○利根川は日本最大の広さを持つ関東平野を流れているため、他の河川と比較し、山地部より平地部の方が広いという特色を持っている河川である。
○利根川流域の約半分を市街地及び農地が占め、年々市街地の割合が増えており、特に下流部・中流部の市街地化が顕著となっている。

土地利用

国土数値情報より作成

利根川流域の約45％は山林であり、農地、
市街地はそれぞれ20〜30％を占めている。

上流部から下流部の平野部においては、市
街地・農地として利用されており、特に江
⼾川や中川の河口部や中流部では市街化が
進んでいる。

地形・地質
日本の河川は山地部が流域の大部分を占め、平野部が著しく

小さい場合が多いが、利根川は日本最大の面積を誇る関東平
野を貫流しているため、流域における平野部と山地部の面積
割合は６対４となっており、平野部が流域を支配している河
川である。

利根川流域の地形は、関東地方の地形を成している関東平野
とそれを取り巻く山地に分けることができる。

利根川流域に係る1都5県の人口は約
3,000万人となっており、戦後の特に昭
和30年以降、東京都を中心に人口が大
幅に増加し、その後も緩やかな増加傾向
であったが、令和2年ではどの都県にお
いても減少となった。

1都5県の産業就業者構成の推移は、第1
次産業就業者数は減少、第2次産業就業
者数は、平成2年をピークにし、減少傾
向であったが、平成27年から微増し、
全国の約２割を占めている。第3次産業
就業者数は増加傾向であり、全国の約３
割を占めている。

湖沼
後期更新世〜完新世の地層（沖積層）
中期〜後期更新世の地層（下総層群(S)/相模層群(Sg)
後期鮮新世〜中期更新世の地層（三浦層群(M)/安房層群(A)富士川層群(F)
）
前期〜中期中新世の地層（比企層群(Hk)/佐久間層群/保田・葉山層(Hh)
活火山噴出物
新第三紀の火山岩群
新第三紀の珪⻑質深成岩
新第三紀の苦鉄質深成岩

古第三紀の地層
⽯炭紀〜⽩亜紀の地層（山中地溝帯(Sc)）
古第三紀〜前期中新世付加コンプレックス（嶺岡コンプレックス）
後期⽩亜紀〜古第三紀付加コンプレックス（四万⼗帯）
ジュラ紀〜前期⽩亜紀付加コンプレックス（秩⽗累帯・⾜尾帯）
先新第三紀の火山岩類
先新第三紀の苦鉄質・超苦鉄質岩類(b)
低温・高圧型変成岩類（三波川(Sa)/水無川(Mi)/松ヶ平・⺟体(Mm)）
高温・低圧型変成岩類（領家(R)/日立(Hi)/御斎所・竹貫（Gt)）

主な産業

平成9年
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昭和51年

市街地等

農地等

河川等

森林等

凡 例

流域内の土地利用割合（令和3年）

※出典：木村ほか 関東地方の地質・地盤, 地盤工学会編 新・関東の地盤（2014年版）の図2-3
：産総研の20万シームレス地質図
（産総研（2022） ：20万分の1 日本シームレス地質図V2, https://gbank.gsj.jp/seamless/）を基にした
編纂図.

※出典の図に利根川流域を加筆

令和3年

土地利用の変遷

産業別就業者数



流域及び河川の概要【利根川（本川）の主な洪水と治水対策】

利根川水系の主な洪水と治水計画 主な洪水被害

○明治33年の改修計画策定以降、大規模な洪水被害の発生や流域の社会経済の発展を踏まえて、治水計画の見直しを行い、様々な事業を実施してきた。

概 要主な洪水及び治水計画年月
利根川の東遷1600年代

流量 3,700m3/s（中田）、浸水面積 約28km2洪水（台風）M18.7
流量 3,780m3/s（中田）洪水（台風）M23.8
流量 3,710m3/s（中田）、浸水面積 約276km2洪水（台風）M27.8
流量 3,870m3/s（中田）、浸水面積 約817km2洪水（台風）M29.9
計画高水流量 3,750m3/s（利根川上流）利根川改修計画M33
流量 不明、浸水面積 約780km2洪水（台風）M40.8
流量 6,960m3/s（八斗島）、死者・行方不明者 847名洪水（台風）M43.8
計画高水流量 5,570m3/s（利根川上流）利根川改修計画改定M44

渡良瀬遊水地工事完成S1
流量 9,030m3/s（八斗島）、浸水面積 約126km2洪水（前線）S10.9
流量 2,850m3/s（八斗島）、4,480（取手）、浸水面積 約2,145km2洪水（台風）S13.6・７
計画高水流量 10,000m3/s（八斗島）利根川増補計画策定S14
流量 21,200m3/s（八斗島）
浸水家屋 約30万⼾ ※1都5県の合計値カスリーン台風S22.9
基本高水のピーク流量 17,000m3/s
計画高水流量 14,000m3/s（八斗島）利根川改修改訂計画S24

菅生調節池化概成S35
田中調節池化概成S40

基本高水のピーク流量 17,000m3/s
計画高水流量 14,000m3/s（八斗島）利根川工事実施基本計画S40

利根川・江⼾川大規模引堤完成S44
基本高水のピーク流量 22,000m3/s
計画高水流量 16,000m3/s（八斗島）利根川工事実施基本計画改定S55

渡良瀬遊水地調節池化工事概成H9
流量 10,590m3/s（八斗島）洪水（台風第5号）H10.9
基本高水のピーク流量 22,000m3/s
計画高水流量 16,500m3/s（八斗島）利根川河川整備基本方針H18.2
河川整備計画における目標流量 17,000m3/s
河道目標流量 14,000m3/s程度（八斗島）利根川整備計画H25.5
霞導水事業について記載を変更等利根川整備計画変更H28.2
思川開発事業について記載を変更等利根川整備計画変更H29.9
流量 17,500m3/s（八斗島）令和元年東日本台風（台風第19号）R1.10
藤原・奈良俣再編ダム再生事業について記載を変更等利根川整備計画変更R2.3

八ッ場ダム完成R2
基本高水のピーク流量 26,000m3/s
計画高水流量 17,700m3/s（八斗島）

利根川河川整備基本方針（変更）
※気候変動考慮R6.7

河川整備計画における目標流量 21,200m3/s
河道目標流量 16,300m3/s（八斗島）

利根川整備計画変更
※気候変動考慮R7.3

：主な洪水、 ：主な河川事業整備等、 治水計画の変遷 ＊洪水流量はダム・氾濫戻し流量

■カスリーン台風
洪水流量：八斗島 21,200m3/s

烏川筋高崎市⽯原地先の氾濫状況

■令和元年東日本台風（台風第19号）
洪水流量：八斗島 17,500m3/s

利
根
川

茨城県神栖市浸水状況

利根川新川通の決壊

利根川下流部における無堤部対策

決壊箇所における当時の築堤状況 復旧された利根川の堤防
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渡良瀬川決壊口

利根川決壊口

流域及び河川の概要【カスリーン台風の概要】
○昭和22年9月、房総半島沖を通過した「カスリーン台風」により、利根川や渡良瀬川では全川にわたり過去最高水位を記録した。
○ 9月15日に渡良瀬川等、16日午前0時15分には利根川合流点に近い渡良瀬川の三国橋右岸、午前0時20分には北埼玉郡東村（現加須市）新川通地先の利

根川右岸が決壊するなど、利根川流域全域にわたって洪水被害が発生した。
○利根川右岸の決壊による氾濫流は、今の中川・綾瀬川流域を飲み込み、荒川の氾濫流とも併せ、東京都と埼玉県の都県境にある大場川の桜堤までも決

壊させ、葛飾区・江⼾川区・⾜⽴区の東京区部にまで達するなど、関東一円に大きな被害をもたらした。

利根川
決壊口

カスリーン台風の経路 カスリーン台風による浸水状況

カスリーン台風による被害

利根川決壊口の様子

利根川・渡良瀬川の決壊口付近の状況
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渡良瀬川
決壊口

家屋流出・ 家屋半壊 死者 田畑の浸水

床上 床下 倒壊（⼾） （⼾） （人） （ha）

東京都 72,945 15,485 56 8 2,349

千葉県 263 654 6 4 2,010

埼玉県 44,610 34,334 1,118 2,116 86 66,524

群馬県 31,091 39,938 1,936 1,948 592 62,300

茨城県 10,482 7,716 209 75 58 19,204

栃木県 2,417 3,500 352 24,402

合計 5,736 7,645 1,100 176,789

45,642

303,160

家屋浸水（⼾）
都県名



流域及び河川の概要【令和元年東日本台風（台風第１９号）の概要】

利根川流域の降雨の状況 利根川中流部状況（利根川150k付近）

○令和元年東日本台風は昭和22年カスリーン台風に次いで近年最大規模の洪水となり、基準地点八斗島において河川整備計画目標流量を上回る
17,500m3/s（ダム・氾濫戻し）を記録した。

○利根川上流ダム群等のカスリーン台風以降に整備された施設による効果が確認された一方、利根川中流部や下流部などにおいて計画高水位を超過し、
本川の無堤区間や支川で浸水が生じたため、今後もさらなる河川整備が必要である。

R1.10洪水の等雨量線図（3日間）

S22.9カスリーン台風の等雨量線図（3日間）

■HWLを超過し、堤防天端近くまで水位が上昇■上流部は非常に大きな降雨であったが、平野部は小雨傾向
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流域及び河川の概要【河川整備計画の概要（令和7年3月変更）】

【整備計画目標】
 気候変動を踏まえた基本方針においては、八斗島基

準地点の基本高水のピーク流量が、22,000m³/sから
26,000m³/sと増大。（R6.7変更）

 この河川整備基本方針の変更を踏まえ、利根川・江
⼾川河川整備計画についても気候変動を踏まえた計
画へ見直しを実施。

 その結果、気候変動により予測される将来の降雨量
の増加等を考慮しても目標となる安全度（年超過確
率1/70〜1/80）を低下させないようにするととも
に、八斗島地点においてカスリーン台風と同等の
21,200m³/sを目標流量として設定。

■遊水地及び調節池の洪水調節機能の強化
既存の洪水調節施設の徹底的な有効活用を

図るため、渡良瀬遊水地、田中調節池、稲
⼾井調節池、菅生調節池について、調査及
び検討を行い、越流堤の可動化を行う。

稲⼾井調節池にて池内掘削を推進し、洪水調節容量増大を図
るとともに、田中調節池及び菅生調節池の洪水調節機能の向
上を図るため、調査及び検討を行い、越流堤の移設を行う。

■堤防整備 ■河道掘削
堤防が整備されて

いない区間や、高
さ又は幅が不⾜し
ている区間につい
て、築堤・かさ上
げ・拡築を行う。

洪水を安全に流下させる
ために必要な河道断面を
確保する。

■首都圏氾濫区域堤防強化対策
首都圏へ氾濫被害が

及ぶ区間において、
現況の堤防断面を拡
大する「首都圏氾濫
区域堤防強化対策」
（川裏のり勾配7割）
を実施する。

川裏断面拡幅・堤防かさ上げ例
（利根川左岸 群馬県板倉町）

整備後

流量配分

主な整備メニュー

八斗島地点において4,900m3/sを調節する必要があるが、具体な実施
メニューは治水機能増強検討調査を踏まえ決定する。

利根川橋梁（JR東北新幹線）整備後

首都圏氾濫区域堤防強化対策整備例
（利根川右岸 埼玉県久喜市栗橋北地先）

河道と洪水調節施設等の配分流量＜基準地点：八斗島＞

整備後

河道掘削とあわせてワンドを創出した例
（江⼾川右岸 埼玉県吉川市鍋小路地先）

■治水機能増強検討調査

整備計画記載内容

① 八斗島上流部における治水機能増強検討調査
八斗島上流部における既設ダム等を最大限活用した事前放流や操作方法

の見直し、治水・利水の貯水容量の再編等について調査・検討を行い、
必要な対策を実施する。

また、さらに洪水調節機能の増強が必要な場合には、既設ダムの放流
能力の増強・堤体の嵩上げ、新設ダム等に関する調査・検討を行う。
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○令和7年3月に策定した河川整備計画において、整備計画の目標流量を戦後最大洪水であるカスリーン台風と同規模（21,200m³/s）とし、このうち
16,300m³/sを河道で受け持つこととした。残り4,900m³/sについては「治水機能増強検討調査」により調査検討を実施する。

河川 遊水地・調節池



２.課題の把握

8



数量
事業費
（億円）

数量
事業費
（億円）

数量
事業費
（億円）

堤防整備 10km 640 114km 1,700 30km 660

河道掘削 2,985万m³ 6,100 1,930万m³ 1,500 330万m³ 420

首都圏堤防強化 30km 230 4km 20

樋管改築 30箇所 700

利根大堰 1式 120

橋梁対策 7箇所 40 13箇所 70

排水機場

調節池（田中・稲戸井） 1式 520

その他 1式 10 1式 60

超過洪水対策 1式 70

流頭部対策 1式 330

江戸川水閘門 1式 480

防災ST 1式 60

用地補償等 1式 30

地区計 6,800 4,200 2,900

計 13,900

利根川中流部利根川下流部 江戸川

課題の把握【河道改修による対策】
 利根川・江⼾川の氾濫区域内には1都５県、77区市町村が位置しているが、現況の流下能力は整備計画目標を下回っている。
 これらの対策のため、河川整備計画においては約150kmの堤防整備や5,300万m³の河道掘削など非常に多くの整備を計画しているが、完

成までに多くの時間を要する。

9

利根川・江⼾川洪水浸水想定区域図（想定最大規模） 利根川中流部における流下能力図

整備計画メニュー

■浸水区域内には77区市町村が位置し、その資産額は約92兆円を超える。 ■利根川中流部の流下能力は旧整備計画の目標流量程度であり、
現行計画の目標流量まで2,500m³/s程度の河道掘削が必要。

■河川整備計画における主な整備メニューは、堤防整備（約150km）、河道掘削（約5,300万m³）、堤防の浸透対策等であり、その概算事業費は約1兆3,900億円である。

群馬県 栃木県

埼玉県

茨城県

東京都

千葉県

江戸川洪水浸水想定区域図
■浸水想定区域内の市区町村

茨城県千葉県東京都埼玉県栃木県群馬県
古河市八千代市野田市足立区久喜市さいたま市足利市伊勢崎市
常総市四街道市柏市葛飾区北本市熊谷市栃木市太田市
取手市印西市流山市江戸川区八潮市川口市小山市館林市
守谷市白井市我孫子市三郷市行田市野木町玉村町
坂東市富里市市川市蓮田市加須市板倉町

龍ケ崎市香取市船橋市幸手市本庄市明和町
潮来市酒々井町松戸市吉川市春日部市千代田町
稲敷市栄町浦安市白岡市羽生市大泉町
神栖市神崎町銚子市伊奈町鴻巣市邑楽町
河内町東庄町成田市上里町深谷市
利根町佐倉市宮代町上尾市
五霞町杉戸町草加市
境町松伏町越谷市

桶川市

整備計画変更に伴い
更なる河道対策による

確保が必要な流量



課題の把握【上流部の洪水調節について】
 利根川の主要洪水においては、烏川・神流川流域、吾妻川流域、片品川流域に降雨量が多い傾向である。
 八斗島上流域には、国が管理する藤原ダム、相俣ダム、薗原ダム及び八ッ場ダム並びに（独）水資源機構が管理する矢木沢ダム、奈良俣

ダム及び下久保ダムの７つのダムが整備されている。
 八斗島上流ダム群における現行治水容量の合計は約18,000万m³であり、流域ごとでは、奥利根流域6,600万m³、片品川流域1,400万m³、

吾妻川流域6,500万m³、烏・神流川流域3,500万m³となっておりバランスがとれていない状況である。
 利根川河川整備計画における河道の改修が完了しても、洪水調節量が不⾜しているため、河川整備計画の目標流量を安全に流下させるこ

とが難しい状況である。

10

八斗島上流域における主要洪水の降雨分布状況

ダムの目的

八斗島上流におけるダムの整備状況

現行治水容量（万m3）

整備計画変更に伴い

更なる洪水調節が必要な流量

昭和56年8月洪水 昭和57年7月洪水 昭和57年9月洪水

令和1年10月洪水

凡例
〜150mm 〜350mm
〜200mm 〜400mm
〜250mm 450mm 〜
〜300mm

昭和22年9月洪水 昭和23年9月洪水 昭和34年8月洪水



３．政策目標及び具体的な達成目標
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12

政策目標及び具体的な達成目標

• 令和7年3月に策定した、利根川・江⼾川河川整備計画で定めた目標である、八斗島地点において昭和22年9月洪水と同等の21,200m3/s とし、河道に配分する
流量を16,300m3/sとし、本調査において、八斗島上流域における洪水調節流量（4,900m³/s）を確保し、洪水による災害の発生の防止又は軽減を図る。

• 利根川流域の治水安全度を向上させる。
政策目標

具体的な達成目標

政策目標及び具体的な達成目標
 利根川の治水安全度を向上させることを政策目標とする。
 具体的な達成目標は、河川整備計画で定めた目標である八斗島上流域における洪水調節流量（4,900m³/s）を確保し、洪水による災害の

発生の防止又は軽減を図ることとし、その達成に向けた方策を検討する。

具体的な達成目標に対する対応方針

• 具体的な達成目標に向けて、八斗島上流域で洪水調節流量を確保するための方策を多面的に検討。併せて、八斗島上流域の洪水調節施設によらず、八斗島下
流域の河道で対策する場合の案についても検討。

複数案の検討

比較・評価の流れ

対策案の検討・抽出

八斗島上流域の洪水調節流量確保に資する
対策案を検討するとともに、実現可能性を
を概略評価し、対策案を抽出

対策案の組合せ検討

抽出された対策案の中から、八斗島上流域
における洪水調節流量（4,900m³/s）を確保
可能な組合せを検討

総合評価

八斗島上流域の洪水調節施設によらず八斗
島下流域の河道で対策する場合の案も含め、
それぞれの案について9つの評価軸について
分析し、総合評価を実施



４．対策案の検討・抽出
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検討
対象

適用性対策案の概要対策案

共通
新規の施設整備等を行うことなく河道のピーク流量を低減させることができるため、すべて
の治水対策案に共通して実施する。

大雨となることが見込まれる場合に、利水者の協力のもと、
利水容量の一部を一時的に洪水調節のために活用する

事前放流の
更なる活用

1

既
存
ス
ト
ッ
ク
の
活
用

八
斗
島
上
流
域
で
対
応
す
る
案

共通
新規の施設整備等を行うことなく河道のピーク流量を低減させることができるため、すべて
の治水対策案に共通して実施する。

増大する外力に対応した操作ルールへの見直しを行い、
洪水調節容量を最大限活用する

放流操作の最適化2

×
河道のピーク流量を低減させることができるが、対象となり得る施設が無いため、検討の対
象外とする。

複数ダム間において、治水容量と利水容量の一部を振替
えることで、治水・利水機能の向上を図る

容量振替の可能性
（現行施設）

3

×
河道のピーク流量を低減させることができるが、対象となり得る施設が無いため、検討の対
象外とする。

既設ダムの放流設備を改良することで機能向上を図り、事
前放流の更なる効果向上を図る

事前放流の更なる活用
（放流設備改良）

4

○河道のピーク流量を低減させることができるため、検討の対象とする。
容量振替における、利水容量の受け入れ先ダムの放流設
備を改良することで、容量振替の更なる効果向上を図る

容量振替の更なる活用
（放流設備改良）

5

○河道のピーク流量を低減させることができるため、検討の対象とする。既設ダムの嵩上げにより、洪水調節容量の確保を図る
ダム嵩上げ

（治水容量の確保）
6

×
河道のピーク流量を低減させることができるが、対象となり得る施設が無いため、検討の対
象外とする。

容量振替における、利水容量の受け入れ先ダムを嵩上げ
することで、容量振替の更なる効果向上を図る

ダム嵩上げ
（利水容量の受け入れ）

7

○河道のピーク流量を低減させることができるため、検討の対象とする。
洪水の一部を調節池に流し込み、洪水を貯留することで
ピーク流量の低減を図る

既定計画の調節池
（烏川調節池）

8

新
規
洪
水
調
節
施
設

×
河道のピーク流量を低減させることができるが、対象となり得る施設が無いため、検討の対
象外とする。

洪水の一部を調節池に流し込み、洪水を貯留することで
ピーク流量の低減を図る

新規調節池9

○河道のピーク流量を低減させることができるため、検討の対象とする。
過去に事業中止となったダム予定地においてダムを新設
し、容量振替における利水容量の受け入れ先とすることで、
容量振替の更なる効果向上を図る

新設ダムの整備
（中止ダム予定地の活用）

10

○河道のピーク流量を低減させることができるため、検討の対象とする。
降雨量が多い流域において、新たにダムを建設し、洪水調
節容量の確保を図る

新設ダムの整備
（新規ダム）

11

14

対策案の検討・抽出【八斗島上流域で対応する案】
 利根川の治水安全度を向上させることを政策目標とする。
 具体的な達成目標は、河川整備計画で定めた目標である八斗島上流域における洪水調節流量（4,900m³/s）を確保し、洪水による災害の

発生の防止又は軽減を図ることとし、その達成に向けた方策を検討する。



検討
対象

適用性対策案の概要対策案

○河道の流下能力を向上させることができるため、検討の対象とする。
河道の掘削により河道断面積を拡大し、流下能力の向上
を図る

河道掘削12

河
道
で
対
応
す
る
案

八
斗
島
下
流
域
で
対
応
す
る
案

○河道の流下能力を向上させることができるため、検討の対象とする。
堤防を居住地側に移設し、河道断面積を拡大することで流
下能力の向上を図る

引堤13

○河道の流下能力を向上させることができるため、検討の対象とする。
堤防を嵩上げして河道断面積を拡大することで流下能力
の向上を図る

堤防嵩上げ14

○河道の流下能力を向上させることができるため、検討の対象とする。河道に繁茂した樹木を伐採し、流下能力の向上を図る河道内の樹木の伐採15

×長大な堤防については、経済的、社会的な課題を解決しなければならない。
決壊しない堤防を整備し、超過洪水時においても避難のた
めの時間を確保するなど被害軽減を図る

決壊しない河川堤防の整備16

共通
河道のピーク流量の低減や流下能力向上の効果は無いが、洪水時の被害軽減が期待さ
れるため、すべての治水対策案に共通して関係機関と連携して推進を図る。

決壊しにくい堤防を整備し、超過洪水時においても避難の
ための時間を確保する等被害軽減を図る

粘り強い河川堤防の整備17

共通
長大な堤防については、経済的、社会的な課題を解決しなければならないが、洪水時の被
害軽減が期待されるため、すべての治水対策案に共通して関係機関と連携して推進を図る。

通常よりも幅の広い堤防を整備し、越水や侵食、浸透によ
る堤防決壊の防止を図る

高規格堤防の整備18

○河道のピーク流量を低減させることができるため、検討の対象とする。
放水路により洪水の一部を分流し、ピーク流量の低減を図
る

新規放水路の整備19
そ
の
他

○河道のピーク流量を低減させることができるため、検討の対象とする。
洪水の一部を調節池に流し込み、洪水を貯留することで
ピーク流量の低減を図る

新規調節池の整備20

15

対策案の検討・抽出【八斗島下流域で対応する案】
 利根川の治水安全度を向上させることを政策目標とする。
 具体的な達成目標は、河川整備計画で定めた目標である八斗島上流域における洪水調節流量（4,900m³/s）を確保し、洪水による災害の

発生の防止又は軽減を図ることとし、その達成に向けた方策を検討する。



検討
対象

適用性対策案の概要対策案

共通流域全体の治水安全度向上のため、引き続き関係機関と連携し推進を図る。
洪水時に一時的に雨水を貯留することで、雨水の河川へ
の流出を抑制する

雨水貯留施設21

氾
濫
を
防
ぐ
・減
ら
す

流
域
を
中
心
と
し
た
対
策
案

共通流域全体の治水安全度向上のため、引き続き関係機関と連携し推進を図る。
洪水時に雨水を地下に浸透させることで、雨水の河川へ
の流出を抑制する

雨水浸透施設22

共通
利根川流域には中条堤の一部が残存している。流域全体の治水安全度向上のため、引き
続き関係機関と連携し保全を図る。

遊水機能を有する土地を保全し、洪水時に洪水の一部を
貯留する

遊水機能を有する土地の保
全

23

×
治水施設の代替としての効果は限定的であることに加え、既に家屋等が密集して立地して
いるため地先における被害拡大が懸念される。

通常の堤防よりも部分的に高さの低い堤防を存置し、洪水
時に洪水の一部を貯留する

部分的に低い堤防の存置24

共通
流域の治水安全度向上のため、すべての治水対策案に共通して関係機関と連携し推進を
図る。

霞堤、二線堤、桜堤等の歴史的な治水対策を保全し、洪
水貯留や堤防決壊時の氾濫拡大抑制を図る

歴史的な治水対策の保全25

×
利根川流域の直轄管理区間には樹林帯が無いため、新たに設置する必要があるが、
流量低減効果は無く、治水施設の代替として評価することは困難である。

堤防の居住地側に帯状の樹林帯を設置し、堤防決壊時の
氾濫拡大を抑制する

樹林帯等26

共通流域全体の治水安全度向上のため、引き続き関係機関と連携し推進を図る。田んぼダムにより、雨水の河川への流出を抑制する水田貯留27

共通流域全体の治水安全度向上のため、引き続き関係機関と連携し推進を図る。
森林の水源涵養機能を保全し、雨水の河川への流出を抑
制する

森林の保全28

共通洪水時の被害軽減が期待されるため、関係機関と連携し推進を図る。
災害危険区域を設定することで居住を抑制し、浸水被害を
軽減する

土地利用規制29被
害
対
象
を
減
ら
す

共通洪水時の被害軽減が期待されるため、関係機関と連携し推進を図る。輪中堤により特定の区域を洪水氾濫から防御する輪中堤の整備30

共通洪水時の被害軽減が期待されるため、関係機関と連携し推進を図る。
住宅の地盤を高くしたり、ピロティ建築にすることで浸水被
害を軽減する

宅地の嵩上げ・ピロティ建築
等

31

共通
洪水時の被害軽減が期待されるため、すべての治水対策案に共通して引き続き関係機関
と連携し推進を図る。

洪水の予測情報の提供により、避難までの時間を確保す
るなど被害をできるだけ軽減する

洪水の予測情報の提供32被
害
の
軽
減
・

早
期
復
旧
・
復
興 共通

洪水時の被害軽減が期待されるため、すべての治水対策案に共通して引き続き関係機関
と連携し推進を図る。

地域住民を対象にした防災教育等の実施やマイ・タイムラ
インの作成支援等を行い、洪水時の被害軽減を図る

防災教育支援33

16

対策案の検討・抽出【流域を中心とした対策案】
 利根川の治水安全度を向上させることを政策目標とする。
 具体的な達成目標は、河川整備計画で定めた目標である八斗島上流域における洪水調節流量（4,900m³/s）を確保し、洪水による災害の

発生の防止又は軽減を図ることとし、その達成に向けた方策を検討する。



5．対策案の組合せ検討
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検討
対象

適用性
実現性

（年）

概算
事業費
（億円）

対策案の概要対策案

×
容量振替による整備効果は限定的であり、単独では目標流量を確保することが困難である
ため河道掘削を併用する必要があり、経済性において⑦案に劣る。

約30年約14,600
既設ダム間において、治水容量と利水容量の一部を
振替えることで、治水・利水機能の向上を図る

容量振替
＋河道掘削※１※２①

八
斗
島
上
流
域
で
対
策
す
る
案

×
ダム嵩上げによる整備効果は大きいものの、単独では目標流量を確保することが困難であ
るため河道掘削を併用する必要があり、経済性において⑦案に劣る。

約30年約12,300
既設ダムの嵩上げにより、洪水調節容量の確保を図
る

ダムの嵩上げ
＋河道掘削※１※２②

×
烏川調節池の整備による整備効果は大きいものの、単独では目標流量を確保することが
困難であるため河道掘削を併用する必要があり、経済性において⑦案に劣る。

約30年約10,500
洪水の一部を調節池に流し込み、洪水を貯留すること
でピーク流量の低減を図る

烏川調節池
＋河道掘削※１※２③

×
中止ダム予定地を活用したダム整備による効果は大きいものの、単独では目標流量を確
保することが困難であるため河道掘削を併用する必要があり、経済性において⑦案に劣る。

約30年約12,800
過去に事業中止となったダム予定地においてダムを
新設し、容量振替における利水容量の受け入れ先と
することで、容量振替の効果向上を図る

中止ダム予定地の活用
＋河道掘削※１※２④

×
新規ダム建設による整備効果は大きいものの、単独では目標流量を確保することが困難
であるため河道掘削を併用する必要があり、経済性において⑦案に劣る。また、現時点に
おいては補償家屋が多く社会的影響が大きい。

約30年約12,900
降雨量が多い流域において、新たにダムを建設し、洪
水調節容量の確保を図る

新規ダム
＋河道掘削※１※２⑤

×
既存ダム活用案の組合せであり実現性は高いものの、目標の洪水調節量を確保すること
が困難であるため河道掘削を併用する必要があり、経済性において⑦案に劣る。

約30年約9,400
既存ダム間での容量振替に加え、既存ダムと烏川調
節池の整備による治水・利水機能の向上を図る

容量振替＋ダム嵩上げ＋烏
川調節池＋河道掘削※１※２⑥

○
中止ダム予定地を活用した容量振替により、八斗島上流域において目標流量を確保可能
となる。中止ダム予定地を活用するため、他案に比べて社会的影響が小さい。

約30年
約5,400

～
7,600

⑥案に加え、中止ダム予定地を活用した利水容量の
受け入れにより容量振替の効果向上を図る

容量振替＋ダム嵩上げ＋中
止ダム予定地の活用＋烏川

調節池※１

⑦

×
新規ダム建設により八斗島上流域において目標流量を確保可能となる一方、経済性や実
現性において⑦案に劣る。また現時点では補償家屋が多く社会的影響が大きい。

約30年約9,200
⑥案に加え、降雨量が多い地域での新規ダム建設に
より洪水調節容量の更なる確保を図る

容量振替＋ダム嵩上げ＋新
規ダム＋烏川調節池＋河道

掘削※１※２

⑧

○
現行整備計画以上の掘削により堤防際に高速流が発生する恐れがあり、更なる対策が必
要となる一方、堤内地の改変を伴わないため、他案に比較して社会的影響が小さい。

30年
以上

約14,700
河道の掘削により河道断面積を拡大することで流下
能力の向上を図る

河道掘削※１⑨

河
道
改
修
案

×
堤内地は利用が進んでいるため、多数の家屋移転や橋梁架け替え等を伴い、社会的影響
や経済性で⑨案に劣るほか、広大な高水敷の管理が必要となる。

30年
以上

約46,400
堤防を堤内地側に移設し、河道断面積を拡大すること
で流下能力の向上を図る

引堤※１⑩

×
堤内地は利用が進んでいるため、多数の家屋移転や橋梁架け替え等を伴い、社会的影響
や経済性で⑨案に劣るほか、計画高水位が高くなるため、破堤時の被害が拡大する。

30年
以上

約18,900
堤防を嵩上げして河道断面積を拡大することで流下能
力の向上を図る

堤防嵩上げ※１⑪

×
河道内の樹木を全て伐採することで河道断面の確保を図るものであるが、生物の生息・生
育・繁殖空間を撤去することになるため、環境への多大な影響が生じる。

約30年約13,800河道に繁茂した樹木を伐採し、流下能力の向上を図る
河道内樹木伐採
＋河道掘削※１⑫

○
目標流量の確保には広大な面積の用地確保が必要であり、補償家屋が多く社会的影響が
大きく実現性に課題がある。

30年
以上

約20,000
八斗島上流における新たな洪水調節によらず、八斗
島下流の新規調節池によりピーク流量の低減を図る

新規調節池※１⑬
下
流
の
大
規
模

施
設
案

×
目標流量の確保には長大な放水路の整備が必要であり、経済性および実現性に課題があ
る。

30年
以上

約200,000
八斗島上流における新たな洪水調節によらず、八斗
島下流の新規放水路によりピーク流量の低減を図る

新規放水路※１

（八斗島～東京湾）
⑭

18

対策案の組合せ検討
 八斗島上流域における対策案について、各案単独で政策目標である八斗島上流域における洪水調節量（4,900m³/s）を確保することが困

難であるため、対策案の組み合わせについて検討した。
 検討の結果、政策目標を達成する組み合わせの事業費は、5,400億円〜7,600億円となった。
 中止ダム予定地の活用については、中止時点の基礎データをもとに検討を実施しており、最新のデータを確認し決定する必要がある。

※１ 「事前放流の更なる活用」、「放流操作の最適化」についてはすべての対策案に共通して実施する。
※２ 各対策の不足分を八斗島下流における河道掘削により対応する。
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総合評価
 利根川の治水安全度を向上させることを政策目標とする。
 具体的な達成目標は、河川整備計画で定めた目標である八斗島上流域における洪水調節流量（4,900m³/s）を確保し、洪水による災害の

発生の防止又は軽減を図ることとし、その達成に向けた方策を検討する。

対応方針（案）
○ ３案のうち、「経済性」について最も有利な案は、案①「八斗島上流域で対応する案」であり、他の評価項目でも当該評価を覆すほどの要素がないと考えられる

ため、案①による対策が妥当。なお、各対策については、現時点での状況に応じて、調査や検討、設計等を順次進めていく。

八斗島下流域で対応する案八斗島上流域で対応する案

③ 新規調節池で対応する案② 河道掘削を中心とした案① 八斗島上流域で対応する案

目標とする安全度を確保
整備効果は整備完了後に発現

目標とする安全度を確保
整備効果は順次発現

目標とする安全度を確保
整備効果は各事業ごとに発現

治水安全度

・新規調節池整備
・河道掘削（6,800万m3）

・利根大堰改築等

(1) 事前放流の更なる活用

(2) 容量振替（下久保ダムと藤原ダムで実施）

(3) 烏川調節池
(4) 既存ダムの嵩上げ

(5) 中止ダム予定地の活用（中止した６ダムの複数個所）

※(5)については下久保ダムとの容量振替も含む

※(4)、(5)については、最新のデータに基づき実現性の確認を行う。

※(5)については一定程度の進捗があるダムから順に調査を実施し、

実現性が確認できたものから整備に向けた手続きを行う。

主な

事業

メニュー

2兆円1兆4,700億円5,400億円 ～ 7,600億円経済性

30年以上30年以上約30年実現性

・新規調節池の整備にあたっては、大規模な用地買収や横断工作物
の改築等が必要であり、土地所有者や関係機関との調整に期間を要
する可能性がある

・掘削箇所において順次事業の効果は発現するが、利根川は河川延
長が長大であり、全川に渡る効果発現には一定程度の時間を要する

・(1)や(2)は早期に実現でき、早期に洪水調節効果が発揮できる
・(4)や(5)については最新データに基づく実現性の確認が必要である

が、特に一定程度の事業進捗があったダムについては用地買収等
が進捗しており早期の洪水調節効果発揮が期待される

効果発現
見込み

適切な維持管理により持続可能適切な維持管理により持続可能適切な維持管理により持続可能持続性

越流堤の形状、池内掘削により柔軟な対応が可能掘削形状の変更など柔軟な対応が可能ダム嵩上げ高さ、中止ダム予定地の活用範囲など柔軟な検討が可能柔軟性

調節池内の家屋は買収する必要があり、丁寧な対応が必要
広大な農地を調節池にする必要があり、地域に与える影響は大きい

現行整備計画分を含めると1億m³以上の掘削土を運搬する必要があ
り、地域に与える影響は大きい

ダム嵩上げは水没家屋を伴う可能性があり、地域社会に影響を与え
る可能性がある。また、容量振替は利水者への丁寧な対応が必要。

地域社会
への影響

施工中においては自然環境に影響を与える可能性があるが、完成後
は動植物の新たな生息・生育・繁殖場となる可能性がある。

動植物の生息・生育・繁殖環境に影響を与える可能性があり必要に応
じて環境保全措置を講ずる必要があると考えられる。一方で、整備後
は動植物の新たな生息・生育・繁殖場となる可能性がある。

動植物の生息・生育・繁殖環境に影響を与える可能性があり必要に応
じて環境保全措置を講ずる必要があると考えられる

環境への
影響

渡良瀬遊水地や下流3調節池を整備した知見を基に整備を行う膨大な掘削量の利用方法など今後の調整が必要
容量振替以外の対策は基礎データが不足しており、引き続き基礎
データの収集が必要

技術的
難易性

○総合評価
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関係都県からいただいたご意見

計画段階評価に対するご意見都県名

利根川上流部における治水対策に係る計画段階評価ついて、特段の異存はありません。
利根川の治水安全度向上のため、更なる調査を踏まえた対策（案）の精査を早期に進めていただくとともに、コストの妥当性や負担割合の考
え方について、関係者へ丁寧な説明をしていただくようお願いいたします。

茨城県

提示された対策（案）については、経済性や実現性など、様々な観点から実効性の高い対策の組み合わせが整理されており、異存ありません。
つきましては、今後、対策の実施にあたり、以下の点について配慮願います。
・早期に治水安全度の向上を図るため、着手可能な対策から順次取り組むこと
・調査設計から工事までの各プロセスにおいて、コスト縮減を図ること
・具体的な計画内容及び進捗状況について、適宜、関係者へ丁寧な説明を行うこと

栃木県

国の対応方針（原案）について特段の異存はありません。頻発化・激甚化する気象災害に対応するため、利根川における治水安全度の向上に
尽力いただきたい。
なお、事業の実施にあたっては、地元の負担が大きいため、地元や利水者の意見を十分に聞いていただくとともに、実現性の確認が必要なダ
ムについては、速やかに調査を行っていただきたい。
また、ダムの整備を行う場合には、下流都県など広域に治水効果を発揮すると考えられるため、「国直轄事業としての実施」、「群馬県の事
業費の軽減」及び「地元対策について配慮」をお願いしたい。

群馬県

利根川上流部における治水対策 計画段階評価については、異存ありません。
昭和２２年のカスリーン台風時に利根川が氾濫し甚大な被害を受けた埼玉県にとって、利根川の治水対策は県民の安心・安全を確保する上で
大変重要な課題です。
事業の実施に向けて、コスト縮減に留意し、効率的・効果的な整備を要望します。
なお、容量振替については、利水者への十分な配慮をお願いします。

埼玉県

添付された「利根川上流部における治水対策に係る計画段階評価」について異存ありません。
なお、最新のデータに基づく確認を行うとした既設ダムの嵩上げ及び中止ダム予定地の活用について、速やかに調査を進め、具体の内容が決
まった段階で改めて説明していただけるようお願いいたします。

千葉県

本対応方針（案）について、異議はありません。
なお、気候変動による水災害の激甚化、頻発化が顕在化し、今後も深刻化するおそれがあることから、早期かつ安価で地域社会への影響や環
境への影響が少ない対策については、先行して検討を進め、治水安全度の向上を図られたい。
また、具体的な対策検討や事業の実施にあたっては、地元の理解と協力を得ながら進めていくようお願いする。

東京都


